
茨城働き方改革・労働環境改善協議会
茨城県建設業関係労働時間削減推進協議会
いばらき女性活躍・働き方応援協議会

令和４年10月３日（月）

厚生労働省 茨城労働局

建設業及び運輸業の労働時間法制について

資料１ｰ１

年間総実労働時間の推移（年度）
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主要産業別年間総実労働時間の推移
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過労死等の労災補償状況（令和３年度）

▸ 「道路貨物運送業」は、過労死等の労災請求件数、支給決定件数ともに、最も多くなっている。

▸ 支給決定件数は56件となっており、労災請求が認められる割合も高い。（厚生労働省公表資料「令和３年度過労死等の労災補償状況」を加工して作成）

注 １ 業種については、「日本標準産業分類」により分類している。 ２ （ ）内は女性の件数で、内数である。 ３ < >内は死亡の件数で、内数である。

業種（大分類） 業種（中分類） 請求件数

1 運輸業，郵便業 道路貨物運送業
124 ( 3 )

〈 39 ( 0 ) 〉

2 サービス業（他に分類されないもの） その他の事業サービス業
63 ( 8 )

〈 18 ( 1 ) 〉

3 医療，福祉 社会保険・社会福祉・介護事業
46 ( 34 )

〈 7 ( 4 ) 〉

4 建設業 総合工事業
43 ( 0 )

〈 14 ( 0 ) 〉

5 医療，福祉 医療業
37 ( 18 )

〈 2 ( 2 ) 〉

6 建設業 設備工事業
34 ( 0 )

〈 7 ( 0 ) 〉

7 建設業 職別工事業（設備工事業を除く）
28 ( 0 )

〈 6 ( 0 ) 〉

8 宿泊業，飲食サービス業 飲食店
27 ( 8 )

〈 2 ( 0 ) 〉

9 運輸業，郵便業 道路旅客運送業
19 ( 2 )

〈 2 ( 0 ) 〉

10 卸売業，小売業 その他の小売業
18 ( 1 )

〈 5 ( 0 ) 〉

10 製造業 輸送用機械器具製造業
18 ( 1 )

〈 3 ( 0 ) 〉

12 製造業 食料品製造業
16 ( 2 )

〈 3 ( 0 ) 〉

12 卸売業，小売業 各種商品小売業
16 ( 4 )

〈 4 ( 1 ) 〉

14 情報通信業 情報サービス業
15 ( 1 )

〈 3 ( 0 ) 〉

15 卸売業，小売業 機械器具小売業
11 ( 2 )

〈 2 ( 0 ) 〉

15 卸売業，小売業 建築材料，鉱物・金属材料等卸売業
11 ( 0 )

〈 3 ( 0 ) 〉

業種（大分類） 業種（中分類）
支給決定
件数

1 運輸業，郵便業 道路貨物運送業
56 ( 1 )

〈 20 ( 0 ) 〉

2 建設業 総合工事業
11 ( 0 )

〈 2 ( 0 ) 〉

3 サービス業（他に分類されないもの） その他の事業サービス業
9 ( 1 )

〈 3 ( 0 ) 〉

4 卸売業，小売業 その他の小売業
6 ( 1 )

〈 3 ( 1 ) 〉

5 医療，福祉 医療業
5 ( 2 )

〈 1 ( 0 ) 〉

5 宿泊業，飲食サービス業 飲食店
5 ( 0 )

〈 2 ( 0 ) 〉

5 製造業 輸送用機械器具製造業
5 ( 0 )

〈 1 ( 0 ) 〉

8 卸売業，小売業 各種商品小売業
4 ( 1 )

〈 0 ( 0 ) 〉

8 卸売業，小売業 飲食料品小売業
4 ( 0 )

〈 1 ( 0 ) 〉

8 建設業 職別工事業（設備工事業を除く）
4 ( 0 )

〈 2 ( 0 ) 〉

8 生活関連サービス業，娯楽業 娯楽業
4 ( 0 )

〈 1 ( 0 ) 〉

8 製造業 金属製品製造業
4 ( 0 )

〈 3 ( 0 ) 〉

13 卸売業，小売業 機械器具小売業
3 ( 0 )

〈 2 ( 0 ) 〉

13 学術研究，専門・技術サービス業 専門サービス業（他に分類されないもの）
3 ( 0 )

〈 0 ( 0 ) 〉

13 情報通信業 情報サービス業
3 ( 2 )

〈 0 ( 0 ) 〉

※第１０回労働政策審議会労働条件分科会
自動車運転者労働時間等専門委員会
トラック作業部会 参考資料２より抜粋
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〇 時間外労働の上限規制は、月45時間、年360時間を原則とし、臨時的な特別な事情がある場合でも年720時間、

単月100時間未満（休日労働含む）、複数月平均80時間（休日労働含む）を限度とする。

〇 自動車運転の業務、建設事業、医師等は適用猶予・除外業務（事業）とされ、改正法施行後５年間（令和６年３月

まで）は上記一般則の適用はない。

〇 自動車運転の業務は、令和６年４月から臨時的な特別な事情がある場合でも年960時間を適用し、将来的な一般則

の適用について引き続き検討する旨を附則に規定。※上限規制の適用とあわせて改善基準告示についても見直し予定。

〇 建設事業は、令和６年４月から上記一般則を適用。ただし、災害時における復旧・復興の事業については、１か月

100時間未満・複数月平均８０時間以内の要件は適用しない。この点についても、将来的な一般則の適用について

引き続き検討する旨を附則に規定。

限度時間
１か月４５時間
１年３６０時間

など

法定労働時間
１日８時間

１週４０時間

特別条項
上限なし

年間６か月まで

１年間＝１２か月

法定労働時間
１日８時間

１週４０時間

法律による上限
（原則）

１か月４５時間
１年３６０時間

法律による上限
（原則）

法律による上限（例外）
・年720時間
・単月100時間未満
（休日労働含む）
・複数月平均80時間
（休日労働含む）

１年間＝１２か月

年間６か月まで

時間外労働の上限規制

大臣告示による上限
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適用猶予業種における時間外労働の上限規制

【令和６年４月～】【現在】

一般
労働者

自動車
運転の
業務

建設
事業

医師

鹿児島
県及び
沖縄県
におけ
る砂糖
製造業

新技
術・新
商品等
の研究
開発業
務

月

限度時間
（原則）

４５ － － － ４５ －

４５時間
超は６月
まで

適用
あり

－ － －
適用
あり

－

単月上限
(※) １００ － － － － －

複数月
平均上限
(※)

８０ － － － － －

年

限度時間
（原則）

３６０ － － － ３６０ －

上限 ７２０ － － － ７２０ －

一般
労働者

自動車
運転の
業務

建設
事業

医師

鹿児島
県及び
沖縄県
におけ
る砂糖
製造業

新技
術・新
商品等
の研究
開発業
務

月

限度時間
（原則）

４５ ４５ ４５ ４５ ４５ －

４５時間
超は６月
まで

適用
あり

－
適用
あり

－
適用
あり

－

単月上限
(※) １００ － １００

(注1)
１００

(注２) １００ －

複数月
平均上限
(※)

８０ － ８０
(注1) － ８０ －

年

限度時間
（原則）

３６０ ３６０ ３６０ ３６０ ３６０ －

上限 ７２０ ９６０ ７２０
９６０
(※)(注３)

１,８６０
(※)(注４)

７２０ －

※ 休日労働も含む。
注１： 災害の復旧・復興の事業は、単月上限１００時間・複数月平均上限８０時間の規制は適用されない。
注２： 時間外・休日労働が月１００時間以上となることが見込まれる者は、３６協定に面接指導を行うこと等を定めることが必要。
注３： 医業に従事する一般の医師にかかる基準（Ａ水準）。休日労働を含む。
注４： Ｂ水準、連携Ｂ水準、Ｃ水準の指定を受けた医療機関で指定に係る業務に従事する医師にかかる基準。休日労働を含む。

面接指導、労働時間が特に長時間である場合の労働時間短縮措置、勤務間インターバルの確保等を３６協定に定めることが必要。
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「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（改善基準告示）について（ご参考）３６協定について

〇 労働時間は、労働基準法で原則１日８時間、１週40時間と定められています。

※ 特例措置対象事業場については、１日８時間、１週40時間。

〇 原則、上記の定１日８時間又は１週40時間を超えて労働する場合は、使用者（事業主）は、労働者の過半数を代表

する者と労使協定（36協定：さぶろくきょうてい）を締結し、事業場の所在地を管轄する労働基準監督署に事前に届出

する必要があります。

働いている方と事業者・労務管理担当者の方、それぞれの視点で役立つ情報を
提供している労働条件ポータルサイト「確かめよう労働条件」を開設しています。

36協定届等作成支援ツールもご利用いただけます。
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・長時間労働、交通事故の増加
・路面運送における労働時間及び休息期間に関するＩＬＯ条約の

採択（昭和54年）

拘束時間、休息期間等の基準を定めた局長通達の策定（昭和54年）

中央労働基準審議会での関係労使の議論

※制定以降、法定労働時間が段階的に短縮し、週40時間制へ移行するに伴い、内容の見直しが行われ現在に至っている。

通達を大臣告示とすることで労使が合意し、
「改善基準告示」を策定（平成元年）

○ 拘束時間【始業から終業までの時間(休憩時間含む)】：（１ヶ月）トラック…293時間、バス…４週平均１週65時間、

タクシー…299時間

（１日） トラック・バス・タクシー…原則１日13時間（最大16時間）

○ 休息期間【勤務と勤務の間の時間】：原則として継続８時間以上

○ 運転時間：トラック…２日平均１日９時間/２週間平均１週44時間、バス…２日平均１日９時間/ ４週間平均１週40時間

○ 連続運転時間：トラック・バス…４時間以内

※その他、分割休息期間、２人乗務、隔日勤務、フェリー乗船の場合の特例有り。

労働時間等の改善を定めた局長通達の策定（昭和42年）

（中身を伴う改正：平成９年改正が最後）

「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（改善基準告示）について「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（改善基準告示）

〇 「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（改善基準告示）は、トラックなどの自動車運転者について、

労働時間等の労働条件の向上を図るため、その業務の特性を踏まえ、すべての産業に適用される労働基準法では規

制が難しい拘束時間（始業から終業までの時間（休憩時間を含む））、休息期間（勤務と勤務の間の自由な時間）、

運転時間等の基準を、平成元年に大臣告示として制定。

制定の経緯

主な内容
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拘束時間と休息期間について（例）

〇 拘束時間とは、労働時間、休憩時間その他の使用者に拘束されている時間をいう。

〇 休息期間とは、使用者の拘束を受けない期間をいう。

作業時間（運転・整備等）

手待ち時間（客待ち、荷待ち等）

休憩時間

（仮眠時間を含む）

労働時間

（時間外労働時間・休
日労働時間を含む。）

拘束時間

拘束時間

休息期間

拘束時間

休息期間

24:00 終業

8:00 始業

23:00 終業

7:00 始業

１日（始業時刻から起算して24時間）の拘束時間の上限は16時間
（この事例だと、１日目の8:00～23:00と２日目の7:00～8:00が１日の拘束
時間となる。計16時間）

【１日目】

【２日目】
勤務終了後の休息期間は８時間以上
（この事例だと、１日目の23:00～２日目の7:00が休息期間となる。計８時間）

24
時
間

15時間

1時間

8時間
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トラックの「改善基準告示」見直しのポイント

〇 長時間・過重労働の実態にある自動車運転者の健康確保等の観点から、見直しを行うもの。

現行 見直し後

１年の
拘束時間 ３,５１６時間 原則：３,３００時間

１か月の
拘束時間

原則：２９３時間
最大：３２０時間

原則：２８４時間
最大：３１０時間

※ ２８４時間を超える月が３か月を超えて連続しないこと。
※ 月の時間外・休日労働が １００時間未満となるよう努める。

１日の
休息期間 継続８時間

継続１１時間を基本とし、
９時間下限
※ 長距離・泊付きの運行の場合は、運行を早く切り上げ、

まとまった休息を取れるよう例外を規定。

－２１６時間

【その他】
▸ 連続運転時間：「運転の中断」は「原則休憩」とする。SA・PA等に駐車できない等、やむを得ない場合は３０分延長可。
▸ 分割休息特例：分割の方法を見直し（現行：４H＋６H、５H＋５H等 → 見直し後：３H＋７Hも可）、分割休息が連続する期間を短縮。
▸ ２人乗務特例：車両が一定の基準を満たす場合には、拘束時間を延長。ただし、運行終了後１１時間以上の休息を確保。
▸ 予期し得ない事象：事故、故障、災害等やむを得ない場合の例外的取扱いを規定。

－９時間

－１０時間
１年の拘束時間が３,４００時間を
超えない範囲で年６回まで

※第１０回労働政策審議会労働条件分科会
自動車運転者労働時間等専門委員会
トラック作業部会 資料１－１

9



10

茨城労働局の取組①

〇 各労働基準監督署に「労働時間相談・支援コーナー」を設置。

〇 労働時間相談・支援コーナーでは、中小企業事業主向けに時間

外・休日労働協定（36協定）を含む労働時間制度全般や時間外労

働削減に向けた取組について、相談・支援を実施。

〇 中小企業事業主から希望に応じて、労働基準監督署の労働時間

相談・支援班による個別訪問を実施。

〇 時間外労働の上限規制等の働き方改革関連法に関する説明会を

定期的に実施。

〇 運輸交通業の事業者向けに事業主や労務管理担当者に労働基準

関係法令の理解を深めていただくことやドライバーの労働条件等

の改善のための取組を自主的に行っていただくことを目的として、

労働時間管理適正化指導員による個別訪問（無料）を実施。

労働時間管理適正化指導員による個別訪問

労働基準監督署の労働時間相談・支援班の取組

茨城労働局の取組②

〇 就業規則の作成方法、賃金規定の見直し、労働関係助成金の活用

など、『働き方改革』に関連する様々なご相談に総合的に対応し、

支援することを目的として、全国47都道府県に設置。

働き方改革推進支援センターの取組

★ 以下の４つの取組をワンストップで支援します。

① 長時間労働の是正

② 同一労働同一賃金等非正規雇用労働者
の待遇改善

③ 生産性向上による賃金引上げ

④ 人手不足の解消に向けた雇用管理改善

例えば、
以下のようなことを
総合的に検討して支援！

・弾力的な労働時間制度

・業種に応じた業務プロ
セス等の見直し方法

・利用できる国の助成金

働き方改革推進支援センター
（47都道府県に設置）

▶ ご希望に応じて、労務管理・企業
経営等の専門家が企業への個別訪問
によりコンサルティングを実施

（就業規則や賃金制度等の見直し、
労働時間短縮 など）

商工会議所・商工会、中央会等で、
セミナーの開催や出張相談会を実施

▶ 電話・メール、来所による相談
（労働時間制度、賃金制度等に

関する一般的な相談）

中小企業等

地域の商工会議所・商工会等

▶ 身近な場所での、セミナーや
出張相談会への参加

＋
出張所
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茨城働き方改革推進支援センター 実施機関：株式会社タスクールPlus


